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本日の講義内容

日本経済の諸問題

 円高ドル安のお話し

為替の歴史のお話し

円高の理由と影響

為替介入のお話し

 年金と国の借金と消費税

年金問題

国債の問題

消費税について
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為替の歴史

基軸通貨

 世界的な国力・影響力を反映

第2次世界大戦前：イギリス・ポンド

第2次世界大戦後：アメリカ・ドル

ブレトンウッズ体制（1945-71）
 金１オンス=35ドルに設定

国際的な金本位制度

 IMF（国際通貨基金）・世界銀行の設立

 IMF：短期資金、世界銀行：長期（開発）資金
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ドル安について

ドルの通貨価値下落

 マーシャルプラン（戦後の欧州再建復興）や冷戦（朝
鮮&ベトナム戦争）でのドルの大量発行

その結果。。。

 ニクソンショック（1971.8）
ニクソン大統領による金・ドル交換停止

 スミソニアン協定（1971.12）
新通貨体制（$1=360円→308円）

 変動相場制への移行（1973.2～）
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円高について

円ドル為替レート

 1871年（明治4年）：$1=¥1
 1897年（明治30年）：$1=¥2
日清戦争の賠償金で金融・為替制度を確立

 1917-45年：$1=¥2.5~5
関東大震災、昭和金融恐慌による日本経済の混乱

 1945-49年：$1=¥15~270
日本のインフレによる円価値の低下

 1949-71年：$1=¥360
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アメリカの
国力増強

日本の国
力低下

円ドル為替レートの推移
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変動相場制移行
プラザ合意

スミソニアン合意

円高について

円高の理由

 輸出の増大

輸出製品の代金を米ドルで受け取る

→給料や銀行への融資返済のために円に換金

→円買いドル売りにより円高ドル安に

 米ドル・EUユーロへの不安感＋
 リーマンショック(2008)後の金融不安・財政赤字

ギリシャ、スペイン、イタリア等の財政赤字

日本のデフレ（日本円の価値↑）
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円高の影響
輸出企業の業績悪化

 例：$1=¥110→¥100で110万円の自動車輸出

 $1=¥110のとき、$1万=¥110万の自動車販売

 $1=¥100のとき、$1万=¥100万の自動車販売？

$1.1万=¥110万の自動車販売？

→$1.1万では買わないので、コスト削減で100万円に

その結果、産業空洞化

 コスト削減のため人件費の安い国へ工場移転

日本国内→北米、中国、ASEAN, etc.へ
日本での求人低下、（法人）税収低下
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為替のコントロール

為替介入

 為替相場安定のため、政府・日銀が通貨を売買

 近では2011年10-11月に9.1兆円の介入

 75.3円→79.5円へ。ただし2週間後76.9円に。

結果的に、安いドルを大量保有→損失大

協調介入

 単独介入では外為市場では効果薄

例：プラザ合意（1985）-日米英独仏の協調介入

 $1=¥240→¥220。1年半後120円に（→産業空洞化）
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社会保障制度

国民年金の概要

 1階部分：基礎年金（半分は税金投入）

 2階部分：国民年金基金、厚生&共済年金

国民年金基金：任意加入

厚生＆共済年金：労働者＋各企業等が積立

 「積立方式」から「賦課方式」へ

積立方式：現役時代の積立金を老後に受取

賦課方式：現役世代の積立金を現在の高齢者に支給

 少子化の問題
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社会保障制度

国民年金の概要
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税負担分

社会保障制度

少子化の問題（1960→2005）
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年金問題

少子化問題

運用問題

 株式投資による損失

 ホテル経営による赤字計上

管理体制の問題

 交際費、遊興費への流用

 職員による横領

 消えた年金記録
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社会保険庁の
廃止と日本年
金機構の発足

税金の投入
→財政悪化



第９回 December 18, 2013

日本の諸問題 3

国の借金について

諸説あるものの。。。

 国の借金： 大1107兆円（2013年度末見込み）

 うち国債750兆円

 家計資産：1600兆円

現在400兆円の負債のため、1200兆円程度が銀行預金
等を通じて国の債権等に

 ただ国債の国内消化が難しくなると

国外で買ってもらうために利子↑が不可避

さらなる借金拡大（現在、国債元利返済で予算の25%）
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消費税について

直間比率の見直し

 直接税：所得税、法人税etc.
景気の影響大

 間接税：消費税etc.
景気の影響小

世界的には。。

 先進国平均5:5
 日本では 6:4
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所得税

32%

法人税

20%

相続税

4%

消費税

25%

その他

19%

世界の消費税

世界的には。。

 北欧諸国：25%（デンマーク、スウェーデンetc.）
 西欧諸国：20%（英、仏、独etc.）
医療費・教育費が基本無料

食料品は0-10%
老後や将来への不安がないので貯蓄不要&消費旺盛

 欧州では、高福祉高負担の傾向

日本では中福祉低負担
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